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■特集：公開シンポジウム－新しい奄美世界の創出一(1)

基調講演：持続的・自立的社会の創造に向けて
皆村武一（鹿児島大学法文学部）

この地球上に人類が誕生したのは，洪積世

（更新世，約300万年から１万１千年前)であ

るといわれている。彼らは精細な打製石器を

作ったばかりでなく，骨角器をはじめて製作

使用した。また弓矢，投槍，銘（もり）など

で大量の獲物を手に入れた。絵画・彫刻など

もつくった。この頃の人類はすべて狩猟採集

者で，まだ農耕，牧畜などの生産技術はもた

なかった。従って，この時代には人々は獲物

を求めて移動しなければならず，堅固な家屋

や富・財産を蓄え，膨大な人口を維持するこ

とは不可能であった。その後，農耕や牧畜を

営み，集団で共同・定住生活をするように

なった。彼らは，道具や品種改良を行い，食

糧や生活必需品の生産を増加させた。食料の

増加につれて，人口も増加した。おそらく，

地球上の人口が１億人に達するまでには数万

年を要したものと推測される。世界の人口は，

近代以降，とりわけ'750年頃からイギリス

で始まった産業革命による経済発展とともに

増加し，1600年には５億人，1700年６億人，

1800年９億人，1900年16億人，1960年30億

人，2000年60億人である。2030年には81億

３０百万人，2050年には約90億人に達すると

推測されている(国連の推計)。今後の人口増

加は，アフリカ・アジアを中心にした発展途

上国での大幅な増加によるものである。

はじめに

太古の昔から人々は自然(山川海や動植物）

を利用しつつ生活を向上させてきた。人口が

少なく，科学技術が未発達な時代には，自然

を利用しても，自然は再生回復して，持続的

に人間の生活を支えてきた。しかしながら，

人口の増加，科学技術の発達，生活の量的・

質的な向上は，自然を過度に開発利用し，自

然の再生回復を困難にしている。自然の弱体

化は人間社会の弱体化と人類存続の危機をも

たらす。自然の可能性と限界を踏まえて，自

然を開発利用していくことが必要である。海

でも山でも無差別に採りつくしたり，伐採し

たりすると，魚も木もなくなってしまう。次

世代に資源を継承していくためには，適度な

利用と管理育成が必要である。

自然を利用して生産する農業においても土

地の利用の仕方と管理育成は非常に大切であ

る。今，世界の至る所で土壌の劣化が進み，

砂漠化や不毛の地が増えている。また化学肥

料や農薬の過度の投下で土壌や地下水が汚染

され，健康障害が懸念されている。前半にお

いては，地球的規模の問題をとり上げ，後半

においては，奄美群島の沖永良部島の事例を

中心にみることにする。

1．世界の人ロ増加と食糧・エネルギー及び

環境問題

(単位：１億人）表１．世界人ロの推移

２０００１９００１９００１８００１８００１７００１７００１６００

3.75倍1.78倍1.50倍1.20倍

(出典）『世界百科事典」第16巻，平凡社及びインターネット盾報による。
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表１に見るように1600年以降の100年間

の人口増加率は，1600-1700年が1.20倍，

1700-1800年が1.50倍，1800-1900年が

1.78倍，1900-2000年が3.75倍であるが，

2000年以降はわずか30年間で1.36倍，１００年

間でみると，実に4.47倍になるのである。

表２．主要国（人ロ５千万人以上）の人ロ動態

(出典）厚生労働省「人口動態統計」2001年度版。2003年の特殊合計出生率は1.29である。
年次の☆印は，国際連合による推計（1995-2000）である。

表２にみるように，アフリカやアジアの諸

国では，出生率が死亡率に比べて著しく高い

（自然増加)。エチオピアを例にとると，出

生率44.6パーミル，死亡率19.0パーミルで，

両者の差は25.6パーミル（自然増加率）であ

るが，乳幼児死亡率は114.8パーミルであり，

合計特殊出生率は6.80である。コンゴやナイ

ジェリアでもほぼ同じ状況である。イタリア

や日本のような先進国の場合には出生率およ

び死亡率ともに低く，合計特殊出生率は1.5

以下である。先進諸国と比較してみると，発

展途上国の人口動態の特徴が読みとれるので

ある。多くの発展途上国では今後人口の急増

期を迎えるのである。

表３．１人当たり国民所得と全人ロに占める18歳以下の割合 (単位：ドル）

Ⅲ）更Ⅱ円昇 ００４年１２月２９Ｆ 含料－２００３壬

表３によれば，１人当たりの国民所得が低

い国ほど18歳以下人口の割合が高いことが

明らかである。１人当たり国民所得130ドル

のソマリアの18歳以下人口の割合は実に

54.6％であるのに対して，34,510ドルの日本

のそれは17.4％である。曰本では18歳以下

５

(出典）朝日新聞，2004年１２月２９曰（オリジナル，ユニセフ資料，2003年）

国名 人口動態（合計特殊出生率以外の単位は、対千人比である）

出生率 死亡率 乳幼児死亡率 合計特殊出生率

年次 率 年次 率 年次 率 年次 率

ｴチオピア ☆ 44.6 ☆ 1９．０ ☆ 1１４．８ ☆ 6．８０

コンゴ ☆ ４７．７ ☆ 1５．０ ☆ 90.6 ☆ 6．７０

ナイジェリア ☆ ４１．７ ☆ 1４．１ ☆ 88.1 ☆ 5.90

パキスタン ☆ 37.9 ☆ 1０．８ ☆ 95.3 9７ 5．０４

インド ☆ 2６．２ ☆ 9.0 ☆ 7２．５ ☆ 3．２０

イタリア ００ 9.3 0０ 9.7 0０ 4.6 9９ Ｌ１９

日本 0１ 9.3 ０１ 7.7 ０１ 3.1 ０１ 1．３３

国名
インド
ネシア

スリランカ インド
バングラ
ディシュ

ソマリア タンザ:ニア ケニア 曰本

所得 8１０ 9３０ 5３０ 400 1３０ 2９０ 3９０ 3４，５１０

割合 3５．５ ３０．１ ３８．９ 44.5 5４．６ ５２．２ ４９．４ 1７．４
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ように設計しうるであろう。

③もしも世界中の人々が第１の結末ではな

くて，第２の結末に至るために努力する

ことを決意するならば，その達成するた

めに行動を開始するのが早ければ早いほ

ど，それに成功する機会は大きいであろ

う。

世界の耕地面積及び穀物収穫面積は，

1960年代以降ほぼ横ばい状態にある。耕地

面積は1961～63年の12.7億haから1999～

2001年には14.0億haに，穀物収穫面積は6.5

億haから6.7億haに増加したにすぎない。穀

物の単収の伸び率も鈍化傾向にある（70年代

3.0％（年率)，８０年代2.0％，最近1.5％）１)。

世界人口１人当たりの穀物作付面積は，

1950年にはO24haだったのが，2000年には

0.10haに減少し，2050年にはOO7haに減少

することが推測されている2)。逆に，所得の

増加にともなって，動物J性タンパク質の摂取

が増え，肉類生産のための穀物や牧草が増え，

１人当りの食糧生産に必要な耕地面積は増加

している。明治末期には600㎡だったのが，

1960年には1,200㎡，1995年には1,400㎡必

要であるといわれている。なお，アメリカで

は1995年に4,00011f必要だといわれている。

増加する人口を養うために，そして人類の

拡大し続ける欲望を満たすために我々人類

は持てるあらゆる技術や手段を駆使して工業

化を推進するとともに，山林や湖沼・海を開

発し，大気，土壌，海を汚染ないし過剰に酷

使してきたため，公害や環境汚染（酸』性雨）

や土壌･水質の劣化を招いている。1962年に

は，アメリカの海洋生物学者レイチェル・

カーソン女史の『沈黙の春｣(SilentSpring)が

出版され，環境問題に警告を発した。

同書は，「人間がこのまま劇薬のような化

学物質を無秩序・無制限に使い続けていると

人口の割合は65歳以上人口の割合よりも低

いのである。換言すれば，１人当たり国民所

得が低い国ほど平均寿命が低く，高所得国ほ

ど長いということである。発展途上国の平均

寿命が短いのは，医療保健施設の不備や栄養

不良等によるものである。

人口が増加するにつれて，当然，食糧やエ

ネルギーの消費量も増加する。世界のエネル

ギー消費は年々増加し，1971年実績の石油

換算約50億トンであったが，1995年の実績

は約83億トンで，1.7倍の増加である。地域

別に見た場合，特にアジアを中心とする発展

途上国などにおいて，人口の増加と経済成長

（所得の増加）に伴って大幅に増加すること

が予測され，2020年には137億５千万トンに

達するものと推測されている。1995年の世

界の石油埋蔵量は１兆75億バーレル（１バー

レル＝159リットル）が確認されている。有

限の資源である石油は将来の近い時期に枯渇

してしまうことは確実である。世界の賢者の

集まりであるローマ・クラブは，すでに1970

年に，『成長の限界一人類の危機」を発表した。

その結論として，次のようにまとめている。

①世界人口，工業化，汚染，食糧生産，お

よび資源の使用の現在の成長率が不変の

まま続くならば，来るべき100年以内に

地球上の成長は限界点に達するであろう。

もっとも起こる見込みの強い結末は，人

口と工業力のかなり突然の，制御不可能

な減少であろう。

②こうした成長の趨勢を変更し，将来長期

にわたって持続可能な生態学的ならびに

経済的な安定性を打ち立てることは可能

である。この全般的な均衡状態は，地球

上のすべての人の基本的な物質的必要が

満たされ，すべての人が個人としての人

間的な能力を実現する平等な機会をもつ

http://www・kanbou・maffgo・jp/ｗｗｗ/anpo/data5-5.ht、１）

２） 『朝日新聞』，2005年１月３日
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生態系が乱れてしまい，やがて春がきても鳥

も鳴かずミツバチの羽音も聞こえない沈黙し

た春を迎えるようになるかもしれない．」と警

告している。文章を直接引用しておこう。

「声の聞こえない春だ。毎朝，あんなにわ

れわれの耳を楽しませてくれたコマドリやツ

グミ，ハト，カケス，ミソサザイ，そしてそ

の他の何十という鳥の暁のコーラスはもう

まったく聞こえない。沈黙のみが畑をおおい，

森をつつみ，沼にひろがる。ニワトリが卵を

温めている。だがヒナはかえらない。農夫た

ちは豚が育たないと嘆く。生まれた子豚は身

体も小さく，そしてまもなく死んだ。リンゴ

の花は咲いたが，ハチは花の間を飛び回らな

い。だから花粉がつかず，実もならないだろ

う｡」（新潮文庫）

また，1967年３月１８日朝，クエート原油約

12万トンを積んで全速力で航行中の油槽船

トレー・キャニオン号が英国コーンウオール

州ランヅ・エンド岬西方シリ群島付近で座礁

し，原油を海に放出した事件を調査した英連

邦海洋生物学協会付属のプリマス海洋研究所

の』．Ｅ・スミス編著『トレー・キヤニオン

号海難による海洋汚染と生物環境｣日高孝次・

宇多道隆訳，曰高海洋科学振興財団）は，結

語の部分で次のように述べている。

「トレー・キャニオン号事件は，人間の産

業社会になくてはならぬ物質がかれらのもく

ろんだ使用の境界から逸脱して環境を汚染す

るときに現れうるところの不`愉I快さを類例な

いほどの明確さで強調した。汚染は，偶然で

起こることもあり，また必然で起こることも

ある。必然で起こる場合には，それは欲しな

い物質の処分の最も容易で最も安価な方法が，

それらを投棄することにあるからである。も

し，そのように処分された物質が害もなく耐

久』性もないものであるならば，だれもさほど

心配する人はいない。しかし，もしそれらが

障害を与え，持続的なものであるとすれば，

それらを処分するのに容認できる手段を，た

とえそれが答を発見するのに費用が高くつこ

うとも見つけ出さなければならない。私ども

は漸進的に自然のスラム街を作りつつあり，

結局われわれがいかなる文明社会も耐えられ

ない状態の下で科学と産業の恩恵を享受しつ

つあるということを見出すであろう｡」３）

既にわが国では，1960年代に水俣病やイ

タイイタイ病，四曰市ゼンソクが発生し，

1975年には光化学スモッグを取り扱った有

吉佐和子の『複合汚染」も出版され，話題に

なったのである。複合汚染とは，一つ一つの

化学物質は微量では人体や環境に害にはなら

ないが，複数の化学物資が微量でも相互に作

用すると毒`性を発揮し，人体や環境に大きな

被害を与えることをいう。

地球環境汚染と土壌劣化が急速に進んでい

る。地球の陸地面積は，約130億hａ（内陸の

河川や湖沼の面積をのぞく)。このうち約９０

億haが農地，草地，森林などの植物生育面積

（うち，耕地面積は14億ha，（ＦＡＯ1994年統

計)。水産物を除く人類の食糧はここから得

られる。地球全体で，土壌が劣化している。

アフリカや中国で砂漠化が進み，東南アジア

で熱帯雨林が消滅しつつある。中南米でも土

地が侵食され，地域住民の生活が貧しくなっ

ている。世界の陸地の４分の１で砂漠化が進

行しつつある。この面積は曰本の国士の百倍

にあたり９億人が影響を受ける４)。土壌劣化

の重要な原因は，畑の過剰耕作，樹木の過剰

伐採，家畜の過剰放牧，農業活動にある。発

展途上国では人口増加による土地の過剰使用

および商品経済の進展によるものであり，先

3）Ｊ・Ｅ・スミス編著『トレー・キヤニオン号海難による海洋汚染と生物環境』日高孝次．宇多道隆訳，日
高海洋科学振興財団，1973年，ｐ224.

4）地球の環境問題については谷山鉄郎著『地球環境保全概論』東京大学出版会，1991年を参照されたい。

７
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棄物によるものである５)。地域別の土壌劣化

の原因は表４にみるとおりである。

進国では生産性をあげるための土地の過剰使

用や化学肥料。農薬の多用，あるいは産業廃

(単位：百万ha,％）表４．地域別・原因別土壌劣化面積

地域森林の減少過放牧農業活動過剰採取産業計（劣化）

４９４．２

１００．０％

０．２

０．０％

６２．７

１２．７％

１２１．４

２４．６％

243.1

49.2％

６６．８

１３．５％
アフリカ

７４６．９

１００．０％

１．４

０．２％

46.1

6.2％

204.3

27.4％

１９７．３

２６４％

２９７．８

３９．９％
アジア

１０２．９

１００．０％

０．１

０．１％

０

０．０％

８

７．８％

８２．５

８０．２％

１２．３

１２．０％
オセアニア

２１８．８

１００．０％

20.6

9.4％

０．５

０．２％

63.9

29.2％

５０

２２．９％

８３．８

３８．３％
ヨーロッパ

１５８．２

１００．０％

０．４

０．３％

１１．５

７．３％

９０．５

５７．２％

３７．９

２４．０％

１７．９

１１．３％
北アメリカ

２４３．４

１００．０％

０

０．０％

12

4.9％

６３．５

２６．１％

６７．９

２７．９％

１００

４１．１％
南アメリカ

１９６４４

１００．０％

22.7

1.2％

132.8

６．８％

551.6

28.1％

678.7

34.5％

５７８．６

世界計
２９．５％

(出典）“WorldAtlasofDesertification'’1992.ＵＮＥ１

(出所）谷山鉄郎著『地球環境保全概論』東大出版

英国エセックス大学のジュレス・プリテイ

教授の研究チームが1996年に見積もった英

国の近代化農業がもたらす環境コストについ

て計算をしている。彼らは，近代化農業が環

境と人間の健康にもたらすコストを計算でき

る限り取り上げて，貨幣価値での見積もりを

行った。それによると，英国における近代農

業によって生じる社会的コストは控えめに見

1998年１０月，世界自然保護基金(ＷＷＦ)は，

地球環境の現状を調査し，「生きている地球」

というレポートを公表した。それによると，

1970-95年の25年間で，地球の自然の富(生

物種，森林，海洋資源，淡水資源）が30％以

上消失したとしている。その消失を金額に換

算すると，年間約1兆ドル（約120兆円）に

も及ぶという６)。

5）現在の世界人口は約60億人，主食である穀物やイモ類を生産するのは主に農地（13億ha）であり，単純

に計算すると農地２０ａで１人の人間の食料を生産していることになる。日本の水田では１０ａ当たり約

500kgの米が生産される。日本人の米消費量は年間約70kg弱，１日あたり食料摂取熱量約2600kcalの４

分の１を占め，２０ａの水田では20人以上の米需要を充たすことができる（藤川鉄馬編著『地球の土壌劣

化に立ち向かう』大蔵省印刷局，1998)。

6）加藤三郎箸『｢循環社会｣創造の条件｣，２５年間で最も多く消失したのは淡水資源(50％)，森林資源は１０％

の減少である。

８
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積もって，年間23億4000万ポンド（１ポンド

＝196円で計算すると，4586億円）であると

した。これは英国の全農家の所得を上回るも

のであった。そのほかに，貨幣に換算できな

い損失もかなりあるという。哺乳類や鳥類の

減少や，自然景観や農村景観の喪失によって，

人間の心の癒しの場を失ったということであ

る７)。

土壌の劣化・汚染は，海洋の劣化・汚染に

導く。そして地球環境の劣化・汚染をも招く

のである。土地（自然）のもつ自然回復力，

浄化作用を超える収奪をやめなければならな

い。農地の過剰使用は，土地の自然回復力や

浄化作用を低下させ，循環的・持続的発展を

阻害するであろう。また，化学肥料や農薬の

多用は土壌を劣化させる。農林水産物は人間

や動植物が毎曰食べたり，飲んだり，吸収し

たりするものである。したがって，生態系や

人体に悪影響を及ぼす。環境保全型農林水産

業の振興が求められているゆえんである。

ボールディングの『成長の限界を超えて」

（1992）によれば，持続可能な循環型社会を

創造していくためには，以下の点を守らなけ

ればならないと指摘している８)。

①再生可能な資源の利用は，再生の速度を

超えるものであってはならない。

②再生不可能な資源の利用は，再生可能な

資源を持続可能なベースで利用すること

で代替できる程度を超えてはならない。

③汚染物資の持続可能な排出速度は，環境

が循環，吸収，無害化できる速度を超え

てはならない。

自然の回復力や浄化力は相当の時間が必要

である。そのスピードを超えた利用や排出は，

自然に対して大きな負荷を与えることになる

のである。

２．近代社会システムの光と影

人類の長い歴史の中で，近代以降の社会

（1600年頃から）は１％にも満たない期間に

すぎない。しかしながら，この期間中におけ

る経済発展（物資の生産量）は，それ以前の

期間中のそれを大幅に上回っている。つまり，

近代社会は，猛スピードで生産を拡大し，わ

れわれ人間社会の豊かさをもたらしたのであ

る。ただし，世界中の国々や地域に公平平等

にではなく，不均衡を伴いながら発展してき

たのである。それゆえ，先進国といわれる

国々では飢餓の心配はほとんどなくなり，消

費を超える余剰が生じているのに対して，サ

ハラ砂漠以南のアフリカや南アジア諸国では

飢餓と貧困に見舞われているのである。近代

社会の生産様式は，資本主義生産方式といわ

れ，個人や企業の利益を最大限にするように

生産が行われるが，生産物は生産者の消費の

ために行われるのではなく，市場を通じて交

換・販売するために行われるのである。生産

は，自然に道具や機械を用いて労働すること

によって行われる。自然はこれまで無限・無

尽蔵であると考えられ，乱開発・乱獲・略奪

を繰り返してきた。山林・湖沼・海岸を乱開

発し，動植物を乱獲し，土地や資源を略奪し

てきたため，環境汚染や資源の枯渇が懸念さ

れている。

地球環境の保全に関しては国際的な活動も

提起されている。2005年２月には，「京都議

定書」も発効することで本格化する。日本は

2012年までに温室効果ガスの排出を1990年

比で６％減らすことになっており，地球温暖

化対策推進大綱の見直しや環境税の導入が議

論され始めている。ただ，排出量が最も多い

米国が議定書を離脱していること，２位の中

国，５位のインドなど発展途上国は，削減を

免除されている。温暖化を防ぐには排出量を

7）鷲谷いづみ箸『自然再生一持続可能な生態系のために－』中公新書，2004年６月，pp80-83

8）谷口陽著「人にはどれほどの土地がいるか」農文協，1997年
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にして急激な膨張をとげ，その総量に関する

限りすでに世界的な規模で全人口の基礎的な

ニーズを満たせる水準に達したと思われます。

しかしながら，現在進行しつつある経済のグ

ロバリゼーション（経済活動が地球的規模に

なること）の下で，国の内外で所得格差が増

大し，生涯的生活保障の展望が不鮮明化する

など，経済活動のあり方に起因する社会的軋

礫要因（社会的不公平）がむしろ増大する傾

向にあります'０)。

二酸化炭素排出の増加による地球温暖化や

オゾン層の破壊による紫外線の悪影響などが

現出している。工業化社会，近代的システム

の影の部分が人類および生態系全体の存続を

脅かしつつある。いま，その見直しが必要に

なっている。

半分にする必要があるといわれており，各国

の足並みをいかにそろえるかが課題になって

いる９)。

2004年11月，京都で開催された曰本科学

者会議第15回総合学術研究集会は，以下のよ

うな「京都アピール」を発表した。

近代産業文明は，１８世紀末のイギリスの産

業革命以降のわずか200年にすぎません。

産業革命は，石炭を利用した機械制大工業

の発展による大気汚染，水質汚濁，騒音など

の公害問題を引き起しました。第２次世界大

戦後は，金属や石油などの地下資源を大量発

掘した大量生産・大量消費・大量廃棄の現代

文明が，世界各地で公害問題を多発させたに

とどまらず，国際的な酸`性雨，オゾン層の破

壊，地球の温暖化などの地球規模の環境問題

を引き起こしました。わずか200年余りの経

済活動が約46億年に及ぶ地球環境を変化さ

せており，核実験や原発事故による放射能汚

染，水銀やカドミュウームなどの重金属汚染，

ダイオキシンや環境ホルモンなどの化学物質

汚染など，人類の生存を直接脅かす環境問題

も発生しています。環境問題の解決なしには，

人類は存続できません。徹底した省資源・省

エネルギー型生産システム，資源をリサイク

ルする循環型社会システム，太陽・風力・バ

イオマスなど再生可能エネルギーの開発，環

境負荷の少ない生産・消費システムを具備し

た「持続可能な文明」の構築に向けて私たち

ははっきり一歩を踏み出すことが重要です。

財貨，サービス，,情報の生産と流通は２０世

紀における多面的・飛躍的な技術革新をもと

３．わが国における環境保全型農業への取り

組み

1993（平成５）年，国において「環境基本

法」が制定され，環境保全に関する施策の基

本が設定され，大気，水質，土壌等に係わる

環境基準が明示された。１９９９（平成11）年に

は「持続』性の高い農業生産方式の導入の促進

に関する法律」が制定され，「堆肥等による土

づくりと化学肥料・化学農薬の使用の低減を

一体的に行う持続性の高い農業生産方式の導

入を促進する措置を講じ，環境と調和のとれ

た持続的な農業生産の確保を図ることが決め

られた。また，同年には「家畜の排泄物の管

理の適正化及び利用の促進に関する法律」も

制定された。

9）東京大学や国立環境研究書が０４年11月，「地球環境シュミレータ」で地球の気温を分析した結果を発表し

た。それによると，今後とも経済重視政策が続くと地球の平均気温は今後100年間で４度，環境重視でも

３度上がり，日本の真夏日や豪雨も増えると予測する。温暖化の主因炭酸ガスの排出量は増え続け，

2000年は世界で約242億トン。大気中濃度は現在370ppmと予測されている。環境省は，石油や石炭な

ど化石燃料の流通･使用にかける環境税の導入を提案。経済産業省は，省エネルギー法改正や物流効率化

などで十分だとして環境税に反対している（『朝日新聞』2005年１月３日)。

１０）『日本の科学者」Vol､３９，Ｎ0.11,2004.11.1

10
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このような環境保全に関する法律の制定を

うけて，鹿児島県でも2004（平成16）年５月，

「環境にやさしい農業の取り組み方針」を作

成した。その冒頭には以下のよう説明がなさ

れている。少々長いが，引用しておく。

昨今のBSE問題や食品の偽装表示問題に加

え，無登録農薬の販売・使用や高（膠）原病

性鳥インフルエンザ問題など，国民の安心・

安全な農産物への関心がますます高まる中で，

健全な士づくりを基本として，化学肥料・農

薬の適切な使用により，生産』性と環境保全が

調和する「環境にやさしい農業」を推進し，

消費者により安心できる農産物を安定的に供

給する必要がある。（中略）このため，「かご

しま農業・農村ヴィジョン２１」の基本目標の

一つである「安心・安全な食の供給」を図る

ため，「県の持続性の高い農業生産方式の導

入に関する指針」（平成11年度作成，平成１５

年度一部改定）に基づき，多量に排出される

家畜排泄物由来の良質堆肥を用いた健全な土

づくりを基本とし，化学肥料・農薬の使用量

の削減，農業用廃プラスチック類の適正処理，

有機農産物等の生産支援など，産地ぐるみの

「環境にやさしい産地づくり｣，家畜排泄物

の適正処理と利用促進など「環境にやさしい

畜産経営の実現｣，環境保全型農業を確立す

るための「環境にやさしい農業技術の開発・

普及」に取り組み，環境にやさしい農業の一

層の定着化に努める'1)。

戦後，農薬として使用されてきたBHC，

DDT，ドリン系の殺虫剤は1972年に前面禁

止された。しかし，有機水銀は，水俣病の原

因であることを熊本大学の研究班が発表した

1959（昭和34）以降も曰本中の農村で広く使

われていた。種籾を苗代に蒔く前に水銀で消

毒するのである。1964年東京オリンピック

のとき日本へ来た各国選手の毛髪をとって，

水銀調査をした結果，曰本選手の水銀含有量

は6.50ppmで，西ドイツ選手0.10ppm，イギ

リス選手1.50ppm，アメリカ選手2.57ppmで

あった。曰本選手の毛髪の水銀含有量は西Ｆ

イツ選手の実に65倍だったのである。田畑

ｌヘクタールに投じた水銀農薬は，曰本では

730ｇというめちゃめちゃなものである。ア

メリカの30倍，イギリスの120倍もの水銀を

投下しているという'2)。

図１．１９６４年東京オリンピックにおける各国選
手の毛髪に含まれる水銀の量

西ドイツ
0.1ロゴ、

イギリス
1.50ppm

アメリカ
2.57ppm

6.50

日本

(pml)０．５１．０１．５２．０２．５３．０３．５４.０４．５５．０５．５６．０６．５

毛髪に含有する水銀の量

(出典）有吉佐禾ﾛ子著「複合汚染」上，
１１８ページ

現在，曰本の農家や家庭・企業でも数百と

いわれる農薬や殺菌・殺虫剤・防腐剤が使用

されている。なかには，猛毒，有害なものも

存在しているということである13)。

1971年に使用が禁止された有機塩素系農

薬のBHCやDDT，デイルドリンは，３０年後

の現在でも魚介類・畜産物などの食品だけで

なく，母乳からも検出される状況がまだ続い

11）鹿児島県環境保全型農業確立推進本部･鹿児島県農政部食の安全推進課｢環境にやさしい農業推進資料｣平
成16年５月

12）有吉佐和子箸『複合汚染」上，pll8

13）河村宏．辻万千子著『暮らしのなかの農薬汚染」岩波ブックレットNO169
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モグロビンがメトヘモグロビンに変わり，

酸素を運べなくなる。このため悪'性の貧血

症を生ずる。

②ニトロソアミンの毒性

硝酸態窒素の一部は体内でニトロソアミ

ンに変わる。ニトロソアミンは発ガン性物

質として知られ，また，膀胱の障害や胃塩

酸欠乏症の原因ともなる。

耕地面積の狭小なわが国においては，多く

の地域において農業の集約化のために樹木の

極端な伐採と地下構造の破壊をともなう大規

模な農地造成・区画整理事業が進行しており，

林地に比べ地下水酒養・浄化力の低い畑作地

が広大な面積にわたって地表を覆う様相を呈

している。このような事態が進展していけば，

地下水の汚染を助長する大きな要因の一つに

なる可能性が高いと専門家は指摘している。

林地の窒素負荷はマイナス（つまり環境に

効果がある）であり，林地への降雨に含まれ

ていた窒素も林地から排出される時点ではお

よそ３分の１に減じるといわれている。林地

を伐採することは窒素の流出を増大させるこ

とになる'5）（最近，地球温暖化のために樹木

が炭酸同化作用を行わず，逆に森林は炭酸ガ

スを排出していると指摘している研究のある)。

水不足問題も人類の将来に暗い影を投げか

けている。河川の水や地下水などの利用量は

全世界で過去100年間に９倍になった。一方，

現在約12億人が'慢性的な水不足に悩んでお

り，この数は今後も増えると予想されてい

る'6)。不衛生な水を利用している人は多く，

よごれた水が原因の感染症で毎年１千万人近

ているという'4)。

図２．DDT投下と残留年数

nｍ■■

ノⅡ】１

】Ｌ■■

員

】
ｘ
Ｔ

もしも，1970年からＤＤＴの使用量を減らしはじめたなら
ば，自然環境におけるＤＤＴの量が各段階でどう変化するかを
推定するための計算を図示したものである。1970年までの
使用量は，実績値である。使用量を減らしはじめると，土壌
中のＤＤＴはすぐに最高値に達して減少をはじめるが，魚類の
体内にあるＤＤＴは11年間も上昇が持続し，1995年にいたら
なければ1970年の水準に回復しない。鳥類や人間のように

魚を食べる生物の体内のDDTは，さらに長い時間遅れをもっ
て反応するであろう。

（出典）『成長の限界」６７ページ

化学肥料などを多投する現代の集約的農業

は硝酸態窒素による地下水汚染を汚染し，住

民への健康への影響がでている。

硝酸態窒素の健康への影響としては，以下

のような症状があげられている。

①メトヘモグロビン血症

硝酸態窒素を多量に摂取すると，人の血

液中にあって酸素を運搬する役割をもつへ

14）日本での農薬の年間出荷量は約31万トン（2002年）で，ＯＥＣＤ（経済協力開発機構）の推計によれば耕

地面積あたりの農薬使用量（有効成分トン/kni）は日本が世界で１番である（日本1.5，イギリス0.58，ド

イツ0.29，アメリカ0.21）である（河村宏･辻万千子著『暮らしのなかの農薬汚染」岩波ブックレットN０．

１６９)。

15）小川吉雄著「地下水の硝酸汚染と農法転換」農文協，2000年

16）2025年には1995年時点の26％増になると見込まれている(世界気象機関報告1996年)，http://kanbou．

ｍａｆｆｇｏ・jp.／ｗｗｗ/anpo/data5-5.ｈt、
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＜が亡くなっている。先進国の住民１人の１

日分の食料を生産するために使われる農業用

水は最大約５トンにも達し，この傾向が続け

ば2025年頃には，世界各地で水不足や食料

難が深刻化すると予測されている。農業用水

の過剰な利用が淡水生態系に悪影響を与えて

いるからであるという'7)。今後，経済発展・

所得増加にともなって下水道施設の整備が進

み，水の需要は益々増えることが予想され，

安全でおいしい水を安定的に供給する上から

も水源地付近における森林保護，植林を行い，

緑の再生，森林の復元に努めるとともに，環

境保全型農業を推進する必要がある。

えに土地や資源（自然）に恵まれない。

土地や資源は再生産が困難で，過度に利

用(乱開発)すると枯渇してしまう○たとえば,

長崎県の軍艦島（端島）はかって炭鉱の島と

して栄えたが，今は廃嘘の無人島となってい

る。香川県の豊島は産業廃棄物の持ち込みで

島や海が汚染され，農作物，養殖業，観光業

が大きな打撃をうけた。トカラ列島の島々は，

長期にわたる焼畑農業や放牧のせいで，土壌

が侵食され，赤茶けている。

奄美群島においても，乱開発によって固有

種の動植物が絶滅または絶滅の危機に瀕して

いることが，堀田満等の報告書で明らかにさ

れている18)。表５は，奄美の島々の総面積に

占める耕地面積，森林面積等の割合をしめし

たものである。

4．島唄の開発と自然・生態系の保全

島蝋は狭小性という特徴をもっているがゆ
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奄美大島は，1970年度には耕地面積は総

面積の5.3％(4,372ha)で，林野面積は84.2％

（68,891ha）だったのが，０３年度には耕地面

積は割合においても絶対面積においても約半

17）

18）

『南日本新聞』2004.10.16)。

鹿児島大学理学部地球環境科学科多様性生物講座，堀田満，日高優子外３名「南西諸島における自然酒養

の保全と人間活動」（平成1２（2000）年鹿児島大学合同プロジェクト「離島の豊かな発展のための学際的
研究一離島学の構築」自然班報告書）
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表５．奄美諸島の総面積に占める耕地面積の害Ｉ合 （単位：ｈａ％）

(出典）「鹿児島県統計年鑑」昭和45年度版，平成15年度版
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奄美大島 1９７０

2００３

81,818（100）

81,200（100）

4,372（5.3）

2,209（2.7）

68,891(84.2）

69,425(85.5）

8,555(10.5）

9,566(10.5）

喜界島 1９７０

2００３

5,571（100）

5,700（100）

2,159(38.8）

2,120(37.2）

1,366(24.5）

1,066(18.7）

2,046(36.7）

2,514(44.1）

徳之島 1９７０

2００３

24,791（100）

24,800（100）

6,854(27.6）

6,894(27.8）

12,514(50.5）

11,147(44.9）

5,423(21.9）

6,759(27.3）

沖永良部 1９７０

2００３

9,451（100）

9,400（100）

3,759(39.8）

4,553(48.4）

1,293(13.7）

969(10.3）

4,399(46.5）

3,878(41.3）

与論島 1９７０

2００３

2,082（100）

2,000（100）

952(45.7）

1,054(52.7）

126（6.1）

8２（4.1）

1,004(48.2）

864(43.2）

奄美群島 1９７０

2００３

123,713（100）

123,100（100）

1,8096(14.6）

16,800(13.6）

84,190(68.1）

82,687(67.2）

21,427(17.3）

23,613(19.2）
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いま，環境保全型農業に取り組んでいる。

現代の商品経済のもとにおいては，農業に

おいても一定規格と品質をもった作物の少品

種大量生産を方向づける。そのために林野

は開発され，農薬や化学肥料の使用が不可欠

になる。遊休地や休耕地がなくなり，連作障

害が生じる。商品として価値のない農作物や

一定の生産規模に達しない作物，自給的作物

は見捨てられてしまう。その結果，かつては

島々で栽培されていた野菜や食料品が衰退し

てしまった。そして奄美農業の現況は，米や

豆類，野菜類の生産が衰退し，商品作物であ

るサトウキビ，花卉，輸送野菜等に集中する

ようになった。また，地場産品を使った漬物，

菓子類，料理も衰退したのである。林産物や

海産物も減少した。生産や消費に占める移出

品・移入品の割合が増加し，外部依存が高

まった。しかも，移出と移入のアンバランス

も大きくなっていった。島がもつ狭隔性，資

源過少性等からして，少品種大量生産，特定

産業や作物への特化（モノカルチュア化）は，

経済社会の持続的発展，あるいはバランスの

とれた経済社会という側面からみると必ずし

も好ましいとはいえない。農業に即していえ

ば，多様な農作物の生産こそが土壌の劣化を

防ぎ，多様な生態系の維持を可能にするので

ある。所得の増加のためには比較優位な産物

を中心としながらも，幅広い産業・農林水産

物の育成が必要である。

分に減少している。林野面積およびその他の

面積がわずかながら増加しているが，それは

耕作放棄や宅地や道路の建設，等によるもの

である。農業による土地の劣化または汚染は

それほど問題にならないが，宅地や道路等の

開発が生態系への影響が懸念されている。

喜界島は，海岸の埋め立て等により総面積

がl30haほど増加しているが，耕地面積は

38.8％から37.2％とほとんど変化していない

が，林野面積の減少とその他の面積が増加し

ている。林野の開発による宅地，道路，港湾，

空港等の建設によるものである。

徳之島も喜界島とほぼ同様な推移を示して

いる。林野面積が約1,400ha減少しているが，

これは国や県による畑地開墾によるのである。

沖永良部島は耕地面積が約800ha増加して，

０３年度には48.4％も占めている。これに対

して林野面積及びその他の面積が減少してい

る。林野面積が325ha，その他面積が521ｈａ

も減少している。これは主として農地開発に

よるものである。農業の盛んな和泊町につい

てみると，耕地面積（畑地）が2,489ha，６１％，

林野面積は257ha，6.2％，その他面積（宅地，

原野，道路）1,289ha，32.8％となっており，

耕地率が高く，林野率が著しく低いという特

徴をもっている。

与論島では耕地面積が52.7％を占め，林野

面積はわずか4.1％に過ぎない。極度に開発

されているといえよう。喜界島，沖永良部島，

与論島には森らしい森はないといってよいだ

ろう。ちなみに曰本全体では，国土面積の

６８％は森林である。

農地開発や河川改修にともなって，赤土や

有機養分の海への流出によって海は汚染され

るともに土壌の劣化が懸念されている。農

業の盛んなこれらの島々では農薬や化学肥料

の多用で，地下水汚染，環境問題が指摘され，

５．沖永良部島における近代的農業への転換

中世西欧における三圃式農業や伝統社会に

おける焼畑移動農業，そしてまたわが国の江

戸時代における農業は，循環的・持続的な農

業形態の１つであった'9)。生産性は低かっ

たが，多品種少量生産であった。人口増加，

商品経済化，化学肥料・農薬の登場がこれら

'9）江戸時代の環境保全型システムについては，農文協編「江戸時代にみる日本型環境保全の源流」農文協刊，

2002年９月，を参照されたい。
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の農業形態を変え，高生産性と少品種大量生
産・大量消費を可能にした。

近代農法は化学肥料と農薬を大量に投下す

ることによって，生産量を増加させ，商品と

しての交換価値（安全性よりも高く売れる商
品の生産）を高めているのである。

沖永良部島においても1965年ごろまでは

殆どの家庭で牛や豚，ニワトリを飼育し，堆
厩肥を作っていた。1960年の家畜飼育状況

は，和牛･乳牛の飼育戸数3,045戸，飼育頭数

3,508頭，豚の飼育戸数は3,105戸，5,774頭

である。その他の家畜は，馬402頭，山羊650

頭，ニワトリ31,828羽であった20)。牛１－２

頭飼育している家庭では年間２０－３０トンほ

ど堆肥を生産していた。同年の島全体の自給

肥料（堆厩肥）生産量は64,468トンであった。

耕地面積は3,412町歩であるから，１町歩当た

り１９トンの堆厩肥を投下していたことにな

る。田んぼには堆厩肥のほかにソテツ葉や藁，
草等を漉き込んだりしていた。化学肥料（金

肥）や農薬も使用されていたが，堆肥と併用

されていた。金肥（化学肥料）の主なものは，

硫安756トン，尿素８６トン，水稲複合163ト

ン，甘藷複合101トン，キビ複合1,002トン，

硫化燐安310トン，化成１６トン，石灰窒素１６

トン等であり，総計は2,514トンである。１町

歩当たり０．７４トンである。農業薬剤の使用量

は，ＢＨＣ１９トン，ヘプタクロール粉剤５トン，

水銀粉剤１７トン，ＤＤＴ16kgなどである。現

在では使用禁止のBHC，DDT，水銀粉剤等も

当時は使用されていた。当時の農機具は，動

力機具が普及初期の段階であり，耕運機は

113台にすぎず，改良鋤（1,307台）と在来型

（2,444台）が中心であった。1965年以降，

徐々に自動車，耕運機，トラクターが普及し，

牛馬が農耕や運搬用に利用されなくなって，
牛馬の飼育が大幅に減少した。豚も減少した。

その結果，堆肥の生産が減少した。代わって

化学肥料や農薬が大量に用いられるように

なった。鹿児島県の1998年度の農薬投入量

は１０ａ当たり7.78kgで，全国平均の7.74kgを

若干上回っている。県内でも有数の農業の盛

んな和泊町及び知名町での化学肥料及び農薬

の投入量は県平均を大幅に上回っているもの

と推測される2')。水田や牧草地が消失し，甘

藷や豆類が栽培されなくなって，耕地はさと

うきびや輸送野菜・花卉園芸に集約されたた

め，連作障害や土壌劣化が生じるようになっ

た。昭和50年代に入って，客土，深耕，太陽

熱消毒を行うとともに，士作りが奨励される

ようになった。「士づくり・人づくり・花づく

り」が和泊町のスローガンになった。

知名町においても，ゴミ・産業廃棄物の問

題等は，地域の環境保全や住民の生活に密接

に関わる問題として位置づけられている。特

に農業生産における化学肥料や農薬使用に

よる地下水（飲料水等の生活用水となってい

る）汚染や海洋環境の破壊，美しい景観形成

への影響などが懸念されていることから，農

業者の土づくりと環境保全型・資源循環型の

農業生産への取り組みを町としても積極的に

後押しする形で支援体制をとっている。知名

町では，１９９１（平成３）年度に「知名町有機

物供給センター」を設置し，人糞・家畜糞尿

や焼酎粕を発酵して有機液状堆肥にして農地

に還元し，資源の有効活用による地力増進を

図っている。なお，この有機物は液状堆肥で

あることから，サトウキビ等の夏場の旱魅

20）1960年の世帯総数は，5,732戸で，６０％の世帯で牛馬を飼育していたことになる。０３年には世帯総数は

６０年とほとんど変わっていないのに牛馬の飼育戸数は723戸に激減している。豚の飼育戸数および頭
数も激減している。

21）1998年度『農薬要覧』（日本植物防疫協会発行）によると，農薬投入量の最も少ない都道府県は北海道の
2.53kg，次いで沖縄県の5.52kgである。
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型農業に取り組むことになったのである23)。（かんばつ）被害を軽減する水分補給効果も

あるという22)。

1992-94年にかけて和泊町は三重大学農

学部の谷山鉄郎教授（和泊町出身）に農薬に

よる地下水の汚染状況についての調査を依頼

した。調査報告書は，町民にとって非常に

ショッキングなものであった。だが，その調

査結果を真蟄に受け止め，さっそく環境保全

６．和泊町の環境保全型農業への取り組につ

いて

２００４（平成16）年５月，鹿児島県は，農作

物別の堆肥及び化学肥料の10アール（１反）

あたりの施肥基準を作成した。

(出典）鹿児島県環境保全型農業確立推進本部・鹿児島県農政部食の安全推進課『環境にやさ
しい農業推進資料」平成16年５月

それに対して，堆肥の生産は，和泊町農協

（ＪＡわどまり）の「ぼかし肥料｣，沖永良部

島農業開発組合堆肥センター(年間２，０００トン

生産)，知名町有機物供給センター等で生産・

販売しているが，自家製造の堆肥を加えても

かなり不足しており，本土からの移入にかな

り依存している状態である。

化学肥料についても県の施肥基準（表６）

に従って算出すると，以下の通りになる。

サトウキビ（窒素256トン，リン酸114トン，

鹿児島県の施肥基準に従って，沖永良部島

における施肥量を計算してみると，以下のよ

うになる。

沖永良部島の作物別の耕作面積は，サトウ

キビ耕作1,422ha，野菜1,100ha，花卉444ha，

その他l20ha，総a714haとなっている

（2000年度）から，堆肥の必要量は，サトウ

キビ28,440トン，野菜３３，０００トン，花卉

13,320トン，その他2,400トンとなり，総計

で77,160トンとなる。

22）鹿児島県知名町奄美群島村づくり連絡会「平成12年度豊かなむらづくり天皇杯受賞事例の概要一正名字

一」

23）三重大学生物資源学部作物研究室，沖永良部島環境調査班『沖永良部島和泊町における農薬及び化学肥料

施用の環境影響調査報告書』1994年
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表６．鹿児島県の施肥基準 (単位：ｋg/１０ａ）

作物名 堆肥 化学肥料

窒素 リン酸 カリ

早期水稲 1，０００ ５ 〆～〆 ６ ５ 戸～ｸﾞ ６ ６ ヘプ ７

普通期水稲 1，０００ ６ ～〆 ８ ６ み～ ７ ７ 〆～〆 ９

原料用サツマイモ 1,000 ８ 1２ 2４

サトウキビ（奄美） 2，０００ 18～3０ ８ ヘグ 1０ 10～1３

ピーマン 4，０００－５，０００ 30～5０ 15～3０ 30～4５

ニンジン 2，０００ 2０ 1５ 2０

キク（輪ギク） 3，０００ 19～2１ 12～1６ 14～1６

早生温習州（施設） 2，０００ 10～2０ 1１ グヘン 1８ ８ み～〆 1６

茶 1，０００ 5０ 2４ 2４
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カリ142トン，計512トン)，野菜（窒素230

トン，リン酸165トン，カリ２２０トン，計615

トン)，花卉（窒素８４トン，リン酸５３トン，

カリ６２トン，計199トン)，その他（窒素１２

トン，リン酸１３トン，カリ１０トン，計３５ト

ン）となり，合計は1,361トンとなる24)。

化学肥料はすべて移入に依存している。県

平均の化学肥料投下量は１０ａ当たり２４kgで

あるが，沖永良部島は施肥基準に従った施肥

量は37kgとなる。化学肥料の実際の施肥量

については把握していないので不明であるが，

水田や甘藷作（イモ）がなく，サトウキビや

野菜・花卉中心の沖永良部島農業は施肥基準

よりも化学肥料を多用しているものと推測さ

れる。

沖永良部島は，農業を基幹産業とする町で，

温暖な気候の影響で，病害虫の発生が多く，

花き等の集約的作物の栽培が盛んであること，

飲料水を地下水に依存していることなどから，

国や県にさきがけて島ぐるみ・町ぐるみで環

境保全型農業に取り組むことになった。和泊

町では，具体的には元来地力の低い重粘土質

土壌の改善のために，積極的に有機物の投入

による土作りを推進するほか，町独自で環境

影響調査を行うなどの取り組みを行っている。

また，1994年３月には「和泊町環境保全型農

業の推進に関する条例」を制定し，同年12月

には，「和泊町地域環境保全型農業推進基本

方針」を策定し，2000年度までに化学肥料・

農薬の投入量を約20％削減することを目標

とする取り組みを行っている。化学肥料・農

薬の投入量を約20％削減するという具体的

な推進方法は，①未利用有機物を有効活用し

た士づくり，②肥培管理，③病害虫防除，④

緑肥作物の活用や輪作体系の推進などであ

る25)。また，条例に基づく町環境保全型農業

推進委員会の設置や部会活動が活発に行われ，

農薬廃液処理施設などの環境負荷軽減のため

の基盤づくりも進んでいる26)。４Ｈクラブ等

でも研修会を行い，環境保全型農業の推進に

取り組んでいる。若手農業者や大農家ほど，

従来の化学肥料や農薬依存型農業からの脱皮

にむけて積極的に取り組んでいる模様である。

表７．表８は，県の化学肥料・農薬の単位

面積当たり投下量の推移を示したものである。

表７．１０ａ当たり化学肥料の施肥量 (単位：ｋ9,％）

１９８５ １９９８ ２００２ ０２８５

１４．３ １１．６

リン酸 １１４ ９．０ ６２．３

１０．４ ７２．１

２９．３ ２４０

(出典）表４に同じ。

別農作物別の化学肥料の施肥基準は，野菜はニンジンを，花卉はキクの最低数値を使用して筆者が計算した
ものである。

25）「南海日日新聞』2004年１月２８日

26）第２回（平成８年度）「全国環境保全型農業推進会議」主催の農林水産大臣賞（大賞）の理由書ｈｔｔｐ:/／

chukakunet・prefkagoshima・jp./home/keigika/kankyo/ippan4htmより 引用。

1７

年度 1９８５ 1９９８ 2００２ 02/8５

窒素 1４．３ 1１．６ 9.4 65.7

リン酸 1１．４ 9.0 7.1 62.3

カリ 1０．４ 8.7 7.5 7２．１

合計 36.2 2９．３ 2４０ 66.3
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(出典）表１に同じ。

フアマーの認定数は9９（平成11）年度には８

人であったが，０３（平成15）年度には1,917

人へと大幅に増加している。積極的にエコフ

アマーの資格を取得（８人ほどが認定されて

いる）したり，研修会を開催しているある町

での聞き取り調査の際，「エコフアマーの認

定を得ることで，何か特別の恩恵（メリット）

はあるんですか」との筆者の質問に対して，

町長は，「いや特別の恩恵というほどのもの

はないが，農家の皆さんがエコフアマーこそ

が本来の農業の在り方だと考えるようになっ

たことによるものだ」と答えられたことに感

心した次第である。費用や認定の手続きの煩

雑さ，研修会の機会が少ないこともあるだろ

うが，疲弊・劣化した土壌を回復し，自然や

環境の保全のためには意識の改革も必要であ

る。新しい農業基本法も農業を経済合理性の

観点のみではなく，健康や安全及び自然や安

らぎの場としても位置づけ，環境・生態系の

保全や共生を掲げている。［農」こそ，命と健

康の源であることを認識し，健康で文化的な，

そして持続可能な発展を遂げるために環境保

全型農業の推進が望まれるのである。

近代の科学や農法は，生産'性を大いに高め，

私たちの暮らしを豊かにし，便利にした。し

かしながら，光の部分のみをもたらしたので

はない。影の部分も同時にもたらしたのであ

る。開発や近代農業の展開がもたらしたプラ

スの部分（資産）とマイナスの部分（負債）

を比較考量するようなバランス・シートを作

成する試みも必要である。

県の化学肥料・農薬の単位面積当たりの投

下量は1985年から０２年にかけて化学肥料は

合計で35％，農薬（殺虫剤）５５％で減少して

いるのである。

和泊町でも化学肥料や農薬の使用量が大幅

に進展しているようである。和泊町町花卉振

興課のまとめによると，化学肥料は99年度段

階で94年度の47％まで減少，農薬も68％ま

で節減されていることがわかったという。最

近は，エコフアマーに関する関心も高まって

きており，有機農産物の生産拡大にむけた動

きも活発化している。沖永良部島（和泊町と

知名町）は農業を基幹産業として位置づけて

いる以上，長期的展望にたって生態系を含む

環境問題に十分な注意を払わなければならな

い。また，農業者の経営が成り立つような流

通機構や消費市場の確立も不可欠である。農

業生産者のみの意識改革ではなく，消費者の

意識改革も必要である。

むすび

人間の健康や地球環境問題を考えると，経

済合理性や利便』性を重視した社会・生活シス

テムは見直されなければならない段階に達し

ている。工業は勿論のこと，農業においても

しかりである。化学肥料・農薬に過度に依存

した農業多くの県や市町村（例えば，山梨県）

においては，環境保全型農業のより実効性を

確保するため，２０１０年を目途に化学肥料，農

薬の使用量を５０％削減する目標を掲げ，各種

の取り組みを進めている。また，県内のエコ

1８

実Ｒ＿ １０ａ当たりｲﾋ学農薬の使用=の推移（単位：ｋ9,％）

年度 1９８５ 1９９８ 2００２ ０２/8５

殺虫剤 7.0 4.0 3.1 と _と ■・

■● ３

殺 菫ｉ剤 1.4 2.2 ０．８ 5７．１

殺巴１．殺 菫i剤 ０．８ ０．７ ０．６ 7５．０

簾
一子子▲

早 斉 1.5 1.0 1.3 86.7

その 』 ０．１ ０．２ 0.1 1００

/△、三
口ロ 1０．８ 8.1 5.9 5４．６


